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第１章 調査団派遣の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

中華人民共和国（以下、「中国」と記す）では、1992年における全面的な市場メカニズム導入を

契機とする急速な経済発展に伴い、企業は国内的・国際的競争の中で厳しい生存競争にさらされ

た。そのため、従来の硬直的な労働管理制度（いわゆる固定工制度）から、労働契約制度への転

換が求められ、中国政府は、1994年に労働法を制定した。 

以降、労働紛争が増加の一途をたどる中、主に以下①～③の面において労働監察制度の強化に

取り組んでいる。①法制度整備（労働契約法、雇用促進法、労働社会保障監察規則などの法規則。

また、労働保障の法的責任、監察管轄、監察手続、報告申立、雇用者報告審査などの制度など）

②執行の強化（定期監察、報告申立調査、雇用者報告審査など）③組織体制の整備（省・地級市・

県の各レベルの労働社会保障監察署計3,291カ所の設置、常勤監察官2万3,000人及び非常勤監察官2

万8,000人の強化など） 

今後はさらに積極的・予防的な監察体制への移行、農村部小規模企業への監察対象拡大、雇用

形態多様化に伴う権利侵害の複雑化などへの対処が求められている。しかしながら、監察情報シ

ステムの整備、監察員採用予算の手当、監察員に対する研修内容などは地方ごとにばらつきがあ

り、労働監察基準の統一化等の労働監察制度の更なる強化が必要となっている。 

中国政府は監察情報管理のパイロット事業、重大侵害対策、監察員の監督、組織間チーム構成、

セミナー、研修などに取り組んでいるが、更なる改善をめざしわが国に人力資源・社会保障部労

働監察局をカウンターパート機関（以下、「C/P機関」と記す）とする労働保障監察に係るプロジ

ェクトへの協力を要請した。 

 

本調査団は、上記の経緯を踏まえ、以下の目的で派遣した。 

（1）本プロジェクトの要請内容を確認し、当該分野の現況について調査を行う。 

（2）プロジェクト実施の前提条件（実施・責任体制、両国の負担事項等）、協力内容（プロジ

ェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）・活動計画（Plan of Operation：

PO）案）について協議し、取りまとめる。 

（3）妥当性の観点を中心に協力内容の評価を行い、中国側との合意事項を協議議事録（ミニッ

ツ）に取りまとめる。 

（4）帰国後、調査結果に基づき、詳細計画策定調査報告書を作成する。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所  属 

団長／総括 近藤 貴之 JICA人間開発部社会保障課長 

労働保障監察行政 小城 秀樹 厚生労働省労働基準局監督課中央労働基準監察監督官 

労働基準行政 岸川 正次郎 厚生労働省労働基準局監督課中央労働基準監察監督官 

協力企画 桑原 知広 JICA人間開発部社会保障課副調査役 

評価分析 石坂 浩史 アイ・シー・ネット株式会社コンサルタント 

※以下、評価分析団員以外の団員を「官団員」と呼ぶ。 
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１－３ 調査行程 

調査期間：2012年4月8日～4月25日 

 日付 活動 

1 4月8日 日 評価分析団員移動（東京→北京） 

2 4月9日 月 人力資源・社会保障部面談、JICA中国事務所打合せ 

3 4月10日 火 JETRO北京代表処面談、労働科学研究所面談 

4 4月11日 水 
評価分析団員移動（北京→武漢）、湖北省人力資源・社会保障庁労働保障

監察局面談 

5 4月12日 木 
武漢市江漢区労働保障監察大隊面談、武漢市人力資源・社会保障局労働保

障監察支隊面談、武漢市武昌区労働保障監察大隊面談 

6 4月13日 金 JETRO武漢代表処面談、移動（武漢→北京） 

7 4月14日 土 資料整理 

8 4月15日 日 官団員移動（東京→北京）、団内打合せ 

9 4月16日 月 JICA中国事務所打合せ、人力資源・社会保障部協議、団内打合せ 

10 4月17日 火 日中労働保障監察制度セミナー、人力資源・社会保障部協議 

11 4月18日 水 全団員移動（北京→西安）、陝西省人力資源・社会保障庁労働監察局面談

12 4月19日 木 
西安市人力資源・社会保障局と西安市碑林区人力資源・社会保障局面談、

西安市新城区労働保障監察大隊面談、人力資源・社会保障部協議 

13 4月20日 金 兄弟機械（西安）有限公司面談、全団員移動（西安→北京） 

14 4月21日 土 団内打合せ、評価分析団員帰国（北京→東京） 

15 4月22日 日 資料整理 

16 4月23日 月 ミニッツ案協議（終日） 

17 4月24日 火 
午前 ミニッツ案協議 

午後 ミニッツ署名 

18 4月25日 水 
日本大使館、JICA事務所報告 

官団員帰国 

 

１－４ 主要面談者リスト 

（1）人力資源・社会保障部 

国際合作司 

技術協力処長 劉宇彤（Liu Yutong） 

技術協力処官員 姚暁東（Yao Xiaodong） 

労働監察局 

副局長 李新旺（Li Xinwang） 

総合処副処長 蘇瑩栄（Su Yingrong） 

官員 蘇玲（Su Ling） 

 

（2）労働保障科学研究院労働科学研究所 

労働争議研究室主任 李天国（Li Tianguo） 
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労働争議研究室副主任 曹可安（Cao Kean） 

労働法・社会保障法研究室副主任 黄昆（Huang Kun） 

 

（3）湖北省人力資源・社会保障庁労働保障監察局 

局長 王金林（Wang Jinlin） 

職員 阮在毅（Ruan Zaiyi） 

 

（4）武漢市労働保障監察支隊 

隊長 昊舟（Wu Dan） 

 

（5）武漢市江漢区労働保障監察大隊 

隊長 叶建強（Ye Jianqiang） 

 

（6）武漢市武昌区 

区長 王継徳（Wan Jide） 

労働保障監察大隊長 胡冬生（Hu Dongsheng） 

 

（7）陝西省人力資源・社会保障庁 

副庁長 南宗亮（Nan Zongliang） 

労働監察局長 陳西平（Chen Xiping） 

労働監察局職員 向引杯（Xiang Yinbei） 

 

（8）JETRO 

北京代表処 進出企業支援センター長 島田英樹 

武漢代表処 首席代表 天野真也 

 

（9）兄弟機械（西安）有限公司 

総合企画部長 玉川広三 

 

（10）JICA職業衛生能力強化プロジェクト 

チーフアドバイザー 尾澤英夫 

専門家 樋口清高 

 

（11）在中国日本大使館 

一等書記官 富賀見英城 
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第２章 労働保障監察の現状と協力の背景 
 

２－１ 労働保障監察の開発計画での位置づけ 

中国の現行の開発計画「国民経済・社会発展第12 次5カ年計画要綱」（2011-2015年）では、労働

保障監察1は「就業優先戦略」を実施するための手段に位置づけられている。同計画では、経済・

社会発展の優先課題として、引き続き就業促進を推進する方針を打ち出している。就業機会を均

等化し、就業の質を高め、十分な雇用を確保するために「より積極的な就業政策の実施」、「公共

就業サービスの強化」と並んで「調和の取れた労働関係の構築」に取り組む計画である。政府、

労働組合、企業の3者の協力関係を構築し、企業と従業員が共に利益を享受するシステムを形成し

て安定した労働関係を構築するとしている。労働保障監察については、その法執行を強化し、労

働者の権益を確実に保護することをうたっている。 

法執行の強化については、「監督・検査を強化し、告訴・通報事案の即時処理に努めるとともに、

予防警報システムを確立する。労働保障監察のグリッド化管理により、法令の執行能力の向上を

図る。労働保障監察・刑事司法の連携機能の強化により、刑事事案の移送制度、合同調査制度の

改善を図る。重大な法違反行為の公表制度を創設する。全国の省、市、県、郷鎮・街道をカバー

する労働保障監察体系の健全化を図り、監察機構、監察チームの配置の標準化、専任監察員の養

成等を行う。」ことをうたっている。 

 

２－２ 労働保障監察に関する法制度・政策 

２－２－１ 労働保障監察に関する法制度 

中国の労働保障監察は1993年の「労働監察規定」の制定により正式に開始された。現行の労

働保障監察制度は1994年の「労働法」と2004年の「労働保障監察条例」2に規定されている。労

働保障監察行政を所管する人力資源・社会保障部3（人社部）は、条例実施のために2004年に「労

働保障監察条例実施に関する若干の規定」を定めている。 

「労働法」は、労働者保護の基本法であり、13章107条から成っている。 

第1条は、「労働者の合法的な権益を保護し」と法律の目的を定めている。 

第3条は、「労働者は、平等に就業する権利及び職業選択の権利、労働の報酬を受ける権利、

休息及び休暇の権利、・・・労働上の権利を有する。」と労働者の権利を定めている。 

第85条は、「県レベル以上の各レベル人民政府の労働行政部門は、法により使用者に対し、労

働法律法規の遵守状況について監督検査を実施し、労働法律法規に違反する行為に対し中止さ

せ、改善を命ずる権限を有する。」と行政の権限行使を定めている。 

この法律は、企業、使用者等に対して、以下の事項について適用される。 

― 就業の促進 

― 労働契約及び労働協約 

                                                        
1 労働保障監察は、労働者の権利を守るために使用者の労働関係法令の遵守を監督・指導する制度である。中国の場合、労働保

障監察機関が使用者の社会保険関係の法令遵守も合わせて監督する仕組みのため、労働保障監察と称する。 
2 中国の法令には、日本の国会にあたる全国人民代表大会が定める法律、内閣にあたる国務院が定める行政法規、中央省庁が定

める部門規章、地方国家機関である省級人民代表大会が定める地方法規、省級地方人民政府が定める地方規章がある。労働保

障監察条例は国務院が定めた行政法規である。 
3 中国の中央省庁は○○部と称することが一般的。部は日本の省にあたる。 
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― 労働時間及び休息・休暇 

― 賃金 

― 労働安全衛生 

― 女性労働者及び年少者である労働者に対する保護 

― 職業訓練 

― 社会保険及び福利 

― 労働争議 

注）条文訳は、仮訳 中央労働災害防止協会国際安全衛生センターより引用した。 

「労働保障監察条例」は、5章36条から成っている。 

労働保障監察条例第10条によると、労働保障行政部門は、①労働保障関係の法律や規則を周

知し、事業主の履行を督促する、②事業主の労働保障関係の法律や規則の遵守状況を検査する、

③労働保障関係の法律や規則の違反行為の投訴（申告）を受理する、④法に基づき労働保障関

係の法律や規則の違反行為を是正し、取り締まる－こととされている。具体的には同条例第11

条に、①事業主の就業規則の制定状況、②事業主の労働者との労働契約の締結状況、③事業主

の児童労働者使用禁止規定の遵守状況、④事業主の女性労働者や未成年労働者に対する特殊労

働保護規定の遵守状況、⑤事業主の業務時間と休憩・休暇規定の遵守状況、⑥事業主の賃金の

支給と最低賃金基準実施の状況、⑦事業主の各種社会保険の加入と社会保険料納付の状況、⑧

職業斡旋機構、職業技能訓練機構、職業技能審査評定機構の該当する法令の遵守状況－につい

て監察を行うと定められている。 

全国の労働保障監察機関が執行する主な法令を表－１に示した。各地の労働保障監察機関は、

中央が定めた法律、行政法規、部門規章に加えて、所在地の省が定めた地方法規と地方規章を

執行する。 

 

表－１ 労働保障監察機関が執行する主な法令 

法律 1. 労働法 

2. 労働契約法 

3. 社会保険法 

4. 雇用促進法 

5. 障害者保障法 

6. 未成年者保護法 

7. 女性権益保障法 

行政法規 1. 労働契約法実施条例 

2. 失業保険条例 

3. 社会保険料徴収暫定条例 

4. 労災保険条例 

5. 職業紹介管理規定 

6. 国務院の従業員労働時間に関する規定 

7. 従業員年次有給休暇条例 

8. 障害者就業条例 

9. 児童労働者使用禁止規定 

10. 労働保障監察条例 
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部門規章 1. 社会保険加入管理暫定弁法 

2. 社会保険料申告納付管理暫定弁法 

3. 社会保険料徴収監督検査弁法 

4. 社会保険監査弁法 

5. 就業服務・就業管理規定 

6. 外国人の中国における就業管理規定 

7. 台湾・香港・マカオ住民の内地における就業管理規定 

8. 中外合弁・中外協力職業紹介機構設立管理暫定規定 

9. 非全日制雇用の若干の問題に関する見解 

10. 最低賃金規定 

11. 賃金支払暫定規定 

12. 建設業における農民工への賃金支払管理暫定弁法 

13. 労働保障監察条例実施に関する若干の規定 

14. 女性労働者保護規定 

地方法規 省級人民代表大会が定める条例 

地方規章 省級労働保障行政部門が定める規則 

出典：人力資源・社会保障部「中国労働保障監察」 

 

２－２－２ 労働保障監察に関する政策 

国民経済・社会発展第12 次5カ年計画要綱に基づき、同計画期間中の人的資源と社会保障事

業の発展の方向性、目標とその達成のための施策を定めた「人力資源・社会保障事業発展12・5

計画要綱」では、より一層労使関係を安定させることを主たる目標の1つに掲げている。そのた

めに、①労働契約制度の全面的実施、②集団的協議・集団的契約制度の実施促進、③労働基準

体系の充実、④労使関係調整メカニズムの強化、⑤労働争議処理メカニズムの強化－に取り組

むとしている。加えて、労働保障監察の実施体制整備を進め、グリッド化・ネットワーク化管

理を基礎とする紛争予防・早期警戒メカニズムの構築を進め、効果的に労働者の権利を保護し

ていく方針である。出稼ぎ農民の権利保護を強化する方針も打ち出されている。 

2012年に策定された「就業促進計画」（2011-2015年）は、①雇用促進と経済社会発展との結合、

②雇用促進と人的資源開発の結合、③市場メカニズムと政府の促進策との結合、④企業発展と

労働者の権利保護との結合－の4つの結合を基本原則としている。そのうえで、都市部での雇用

創出と失業率の抑制、技能労働者や専門技術人材の増加、労働契約締結率の向上、公共就職斡

旋サービスの強化と並んで、労働保障監察の強化が目標に掲げられている。具体的には、①監

督・検査を強化し、告訴・通報事案の即時処理に努めるとともに予防・警報システムを確立す

る、②労働保障監察のグリッド化管理により法令の執行能力の向上を図る、③労働保障監察と

刑事司法の連携強化により刑事事件の移送制度と合同調査制度の改善を図る、④重大な法違反

行為の公表制度を創設する、⑤全国の省、市、県、郷・鎮・街道4をカバーする労働保障監察体

系を整備し、監察機関・チーム配置の標準化、監察員の養成を進める－としている。同計画で

は、労働保障監察は、労働者の権利保護を通じて農村部余剰労働力の都市部移転就業を促進し、

安定化させるためのツールの1つにも位置づけられている。 

                                                        
4 中国の地方行政は、原則として省級（省、直轄市など）、地級（市など）、県級（区、市、県など）、郷級（鎮、郷、街道など）

の4層からなっている。 
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２－３ 労働保障監察の実施体制と取り組み状況 

２－３－１ 労働保障監察の実施体制 

労働保障監察を所管する機関の構成を図－１に示した。基本的に中央は制度設計や地方機関

の指導を担い、省・地級機関は下位の機関の指導・管理と所管事業所の監察を担当し、県級機

関は担当事業所の監察を行う仕組みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 労働保障監察を所管する機関 

出典：調査団作成 

 

中央では人社部に労働監察局が設置され、①労働監察制度の設計、②重大案件の調査・処理

の監督、③地方機関の労働監察の指導、④労使紛争和解への協力、⑤突発的な事件の処理、⑥

地方機関幹部に対する研修－などを行うことになっている。労働監察局には15名の職員が配置

されている。 

通常、省級人民政府は人力資源・社会保障庁に労働保障監察局5を設置し、地・県級機関に対

する指導・管理を行うとともに、地方法規や地方規章を草案するなどして、中央で定めた法令

に基づき、省内の労働保障監察の実施枠組みを整備する6。省内の労働保障監察員に対する研修

も行う。ほかに、国務院の国有資産監督管理委員会や省が管理する国有企業の労働保障監察を

実施するとともに、複数の労働保障監察機関がかかわる必要がある案件の調整を行う。省によ

っては、労働保障監察総隊を編成してその任にあたらせている7。 

地級人民政府も省級人民政府と同様に、労働保障監察を担当する部門や組織を編成し、県級

機関に対する指導・管理を行うとともに、地級人民政府が管理する国有企業や大企業などの労

働保障監察を行う。地級人民政府には法令制定権限はないが、中央、省が制定した法令に基づ

き実施細則を作成し、法執行プロセスを規定する。多くの地級人民政府は労働保障監察を所管

する行政部局と調査・取り締まりを行う労働保障監察支隊を設置している8。 

                                                        
5 ただし、地方の労働保障監察を所管する組織の名称は統一されていない。ここでは一例を示す。 
6 中国では一般に、中央が法律や行政法規により制度の大枠を示し、詳細な実施方法は省が定める。 
7 労働保障監察総隊を置いていない省級機関もある。 
8 組織構造は機関により異なる。 

 

人力資源・社会保障部
労働監察局

○○省人力資源・社会保障庁
労働保障監察局 労働保障監察総隊
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○○区人力資源・社会保障局
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人力資源・社会保障部
労働監察局

○○省人力資源・社会保障庁
労働保障監察局 労働保障監察総隊

○○市人力資源・社会保障局

労働保障監察支隊

○○区人力資源・社会保障局
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中央
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県級人民政府は労働保障監察大隊を編成して、省・地級機関が担当しない事業所の監察を行

う。労働保障監察大隊は置かずに行政部局のみを設置する県級人民政府、両者を設置する県級

人民政府もある。2009年末現在、全国で45の省級、510の地級、2,736の県級労働保障監察機関が

設置されている。各労働保障監察機関の予算はそれぞれの人民政府が用意することになってい

る。 

全国には約2.5万人の専任労働保障監察員、3万人の兼任労働保障監察員がいる。専任監察員は

労働保障監察機関に所属し、もっぱら監察・検査を実施する者である。兼任監察員は通常、労

働保障監察機関以外の労働保障部門に所属し、労働保障監察以外の業務も担っている者である。

兼任監察員は本来の職務に関係する項目（例：社会保険）についてのみ監察権限を有する一方、

処罰を科す権限はない。労働保障監察員になるためには、労働保障行政部門での3年以上の業務

経験を経て、省級労働保障監察機関による所定の研修を受講し、試験に合格する必要がある。

通常、労働保障監察員の候補者は、幹部職員の推薦により労働保障行政部門にすでに所属して

いる職員から選ばれている9。各機関の労働保障監察員の定数は当該人民政府の人事部門が管理

している。基本的に、機関をまたぐ人事異動はない。 

ほかに、労働保障監察員の業務を補佐させることを目的として、労働監察協管員の配置が進

められている。労働監察協管員は正規の公務員ではなく、時限雇用職員であり、調査・取り締

まり権限はない。主に事業所に関する情報収集と、事業主や労働者に対する法令周知を行って

いる。労働監察協管員は地・県級人民政府の予算を活用して、当該人民政府の基準に基づき任

用され、業務を行っているため、機関によってその具体的な役割は異なる10。 

関係政府機関としては、労働保障監察行政を支える研究機関である労働保障科学研究院労働

科学研究所がある。主な研究分野は、①雇用・就業、②職業訓練・能力開発、③労働関係と労

働基準、④労働法と社会保障法、⑤労働人事争議、⑥企業の人材管理－である。8つある研究室

のうち、特に労働法・社会保障法研究室は人社部労働監察局との関係が深く、労働監察局の委

託を受けて外国の関係法令の研究を行っているほか、後述する国際労働機関（International Labour 

Organization：ILO）が実施したプロジェクトに参加した実績がある。労働保障監察員向け研修の

教材開発、講師派遣も行っている。 

 

２－３－２ 労働保障監察の取り組み 

中国では、主として3つのアプローチで労働保障監察を行っている。1つめは能動的な監察で

ある。これは、①定期的な事業所訪問による巡回検査、②企業に定期・不定期に提出させる労

働・社会保障関係の書類の検査、③重点課題に関する法令遵守を促すための特別検査（キャン

ペーン）－から成る。最近の特別検査は、第1四半期に違法職業紹介、第2四半期に違法雇用、

第4四半期に出稼ぎ労働者に対する賃金支払いを重点課題として実施されている11。 

近年、このアプローチは労働紛争の発生を未然に防ぐという観点から重視され、工夫も見ら

れる。各労働保障監察機関は所轄区域を行政区分、事業所数、労働者数などを参考にグリッド

                                                        
9 労働保障監察員はすでに国家公務員として働いている職員から選ばれる。日本の労働基準監督官は一般から競争試験を経て

採用される。 
10 労働監察協官員の採用は雇用対策の意味合いもあり、国有企業を解雇された者や就職難の大学生を救済するという目的もあ

る。 
11 湖北省、陝西省での聞き取り結果。特別検査の重点課題は各労働保障監察機関が独自に定めるが、人社部の指針もあり、両

省はこれに沿った検査を実施している。 
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に区分し、各グリッドに労働保障監察員や労働監察協管員を割りあて、担当監察員・監察協管

員はグリッド内の事業所を定期的に巡回して法令の周知を行うとともに、各企業の労働・社会

保障関係の情報を収集して必要な指導を随時行っていくという取り組みが始まっている。企業

情報は全国ネットワークで管理する計画である。この取り組みはグリッド化、ネットワーク化

と称され、両者を合わせて両網化管理と呼ばれている12。2009年に60市にてモデル事業をはじめ、

2011年から全国展開を開始して、3～5年のうちに全国の都市に拡大する予定である1314。 

一部では、企業の信用評価と重大違法行為の公表も行っている15。信用評価は、希望する企業

に対して、①最も信用がある、②信用がある、③信用がない－の3段階で労働保障監察機関が評

価する。企業が提出する書面、立ち入り調査、その他各種情報、評価案の従業員への公表とそ

れに対するフィードバックをふまえて、最終的な評価結果を導く。評価結果は、その後の企業

の改善・改悪により格上げ・格下げされることがある。重大違法行為についてはメディアも活

用して、違法行為の内容と取り締まり結果を公表する。行政処分として、事業への入札禁止措

置がとられることもある。ほかに、一部では企業の人事担当者を集めた研修を行っている。 

2つめのアプローチは投訴（申告）に基づく調査である。労働・社会保障関係の違法行為は、

直接不利益を被る労働者を含む、あらゆる組織・個人が通報することができる。投訴（申告）

の受け付け方法は機関によって細部は異なるが、窓口での書面や口頭での届出のほか、投書箱

への投函、書面の郵送、電話、電子メールなど複数の方法が用意されている。投訴（申告）に

加えて、各種問い合わせにも対応するホットラインを設けている労働保障監察機関もある16。 

3つめは緊急突発事件・重大違法行為への対応である。深刻な法令違反や社会的影響が大きな

違法行為については、各級の労働保障監察機関が連携して調査を実施する。重大な違法行為が

発覚した場合、担当労働保障監察機関は上位機関に報告し、指示を仰ぐことになっている。通

常、省級労働保障監察機関が調査の指揮を執るが、非常に重大な案件については人社部が監督

責任を負う。広域案件については、関係する省の労働保障監察機関が連携して対応する。 

表－２に全国の労働保障監察機関が2009年と2010年に処理した案件の概要を示した。調査立

案・結審した労働保障監察案件の数は、2009年は43.9万件、2010年は38.4万件である。労働契約

法が施行された2008年の48.3万件から減少傾向にある。内訳を見ると、賃金の支払いと最低賃金

の遵守に関する問題が1番多く、全案件の4割を占める。続いて、労働契約と社会保険に関する

問題がそれぞれ2割を占める。何らかの行政措置が決定した案件のうち8割近くは是正命令にと

どまり、罰則が適用された案件は全体の2割程度である。 

 

                                                        
12 中国語でグリッド化は「網格化」、ネットワーク化は「網絡化」であることから両網化と呼ばれている。 
13 人社部は「労働保障監察の両網化管理業務の更なる推進に関する意見」（2011年）（付属資料６）にて、両網化管理の業務目

標と基準を示し、地方の体制整備を促している。 
14 視察した武漢市武昌区は、各グリッドに労働監察協管員のみを配置していた。1週間のうちおおむね3日を事業所訪問、1日を

集めたデータの入力、1日を関係法制度の勉強に充てている。事業所訪問スケジュールは、区労働保障監察機関本部の監察員

の指示に基づき協管員が作成し、監察員の承認を得てから実行する。すべての事業所を半年に1回は訪問する。企業の情報は、

書面と表計算ソフト（エクセル）で管理している。 
15 これは湖北省の事例である。 
16 武漢市では弁護士による無料の法律相談も受け付けている。 
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表－２ 労働保障監察案件の分類・処理状況 

区分 2009年 2010年 

1 調査立案・結審数 438,903 383,746 

2 案件の分類     

就業規則 22,220 5％ 19,347 4％ 

労働契約 96,431 20％ 78,465 18％ 

女性・未成年労働者保護 2,633 1％ 1,450 0％ 

労働時間・休息・休暇 37,041 8％ 40,734 9％ 

賃金支払い・最低賃金 183,231 38％ 174,019 40％ 

社会保険 94,159 19％ 76,599 18％ 

職業紹介・訓練・資格 14,386 3％ 9,024 2％ 

その他 34,782 7％ 32,847 8％ 

3 案件の処理   

期限を定めた是正命令 251,487 76％ 234,482 79％ 

行政処分の決定 27,885 8％ 15,269 5％ 

行政処罰の決定 25,674 8％ 23,784 8％ 

警告 9,924 3％ 8,642 3％ 

罰金 16,582 5％ 15,975 5％ 

その他の行政処罰 936 0％ 550 0％ 

出典：「中国人力資源・社会保障年鑑」 

 

２－３－３ 労働保障監察員の能力強化 

人社部は2010年に「労働保障監察研修のさらなる強化に関する通知」にて、労働保障監察に

関する研修について定めている。表－３に研修の概要を示した。①新任職員を対象とした「労

働保障監察員資格研修」、②在職者を対象とした「労働保障監察員在職者研修」、③労働保障監

察機関の管理者を対象とした「労働保障監察機関責任者研修」、④労働保障監察に関する研修講

師養成を目的とした「労働保障監察に関する教員研修」－を行う。①と②は省が、③と④につ

いては、省・地級関係者を対象として人社部が、県級関係者を対象として省が研修を実施する。

しかし、後述するように、実際には規定どおり実施できていない。 

 

表－３ 労働保障監察に関する研修の概要 

研修名 実施責任者  

1 労働保障

監察員資格

研修 

省級人的資源社会

保障部門 

労働保障監察業務に携わる予定の者が基本的な法律知識

や技能を学ぶための研修。新任職員を対象。座学、現場で

の監察シミュレーション、日常業務の実習などの形式で実

施。原則として座学は80単位時間、実習は3カ月。 

2 労働保障

監察員在職

者研修 

省級人的資源社会

保障部門 

業務能力の向上、業務知識の更新、法執行能力の向上を目

的に現職労働保障監察員を対象に行う。テーマ別の座学、

事例分析、選択学習などの形式で実施。すべての監察員は

毎年40単位時間以上の研修を受ける。 
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3 労働保障

監察機関責

任者研修 

人社部（省・地級対

象）、省級人的資源

社会保障部門（県級

対象） 

各級労働保障監察機関の責任者を対象とする。責任者とし

ての業務能力、リーダーシップ、管理能力の向上を図る。

テーマ別座学、課題研究、事例討論、現場視察などの形式

で実施。原則として3年に1回の頻度で受講する。 

4 労働保障

監察に関す

る教員研修 

人社部（省・地級対

象）、省級人的資源

社会保障部門（県級

対象） 

労働保障監察研修の教員バンクを構築するために、法執行

経験が豊富で、一定の教授経験を持つ労働保障監察員と関

連分野の専門家を対象に体系的な研修を行う。 

出典：人力資源・社会保障部「労働保障監察研修のさらなる強化に関する通知」（2010年） 

（付属資料８） 

 

２－４ 労働保障監察に関する課題 

人社部、労働科学研究所、湖北省と陝西省内の労働保障監察機関、日本貿易振興機構（ジェト

ロ）からの聞き取り結果などによると、中国の労働保障監察には以下のような課題がある。中国

の労働保障監察の歴史は浅く、経験が少ないことから、実施体制は不十分であり、指導者層も薄

い。先進事例の取り込みによる制度改善、研修講師の養成による労働保障監察員の能力強化促進

が求められる。 

 

２－４－１ 法執行体制 

 労働保障監察機関の人員、機材、車両、予算は十分でない。比較的体制が整っている機関

もあるが、組織構造や定員の基準は機関によって異なり、その根拠は曖昧である。業務効

率・効果を最大化するモデルを確立する必要がある。それに合わせて、各機関の体制を強

化する必要がある。 

 労働保障監察員の能力は十分でない。例えば、法令の理解不足から法解釈が個人によって

異なるというケースがある。案件が決められたルールに従って処理されないこともある。

法令の知識、法令間の関係の理解、監察執行テクニックなどを向上させる必要がある。執

行プロセス、調査手法、事業者が協力しない場合の対処方法などを学ぶ必要がある。監察

員の倫理、遵守すべきルール、自己の心的管理なども課題。情報化に合わせたITスキル、

会社の経理、会計などに関する知識の充実も求められる。 

 中国では一般に、中央が定める法令は大枠のみを規定し、その細部は地方が現地の実情に

合わせて決めている。労働保障監察も例外ではない。このため、中央が定める法令には曖

昧な部分があることが多く、法執行の判断基準は地方立法に左右される面がある。法令の

実施細則は地方が作るため、地域差が生じる。全く規定されないことも多く、法律の運用、

審査は相当程度、担当官に任されている。極端な場合、1つの事例に対して、合法・違法

の解釈が地方によって異なるということも起きうる。 

 準備が不十分なまま法律が施行されることがある。実施体制が整わないため、法令の規定

が実施されないことや実施状況に地域差が出ることがある。 

 「小型微利生産型企業」と呼ばれる零細製造業者の効率的な監察方法が確立できていない。

こうした企業はインフォーマルセクターに属する企業も多く、実態を把握することが難し

い。その一方、小型微利生産型企業は無数に存在し、労働社会保障関係の問題は多いと見

られている。 
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２－４－２ 法制度周知・紛争予防 

 一部では定期的な巡回指導を通じた法令周知、企業の人事担当者向けの研修会が行われて

いるが、企業向けの法令説明会は制度化されていない。法改正の通知、法令の解説など、

企業の自主的な法令遵守を促す取り組みは行われていないと見られる。 

 法律制定の際の意見聴取や周知も不十分なことが多い。法案に対する意見聴取や法律制定

から施行までの期間が短いことが多く、企業の対応を難しくしている。 

 労働紛争について、受動的・反応型の対応から、能動的・予防型の対応への移行を加速す

ることが求められている。ここ数年、社会的混乱や経済的損失を防ぐために、労働紛争の

予防に注力している。例えば、巡回指導を通じて、企業に内部の意思疎通の改善を促すな

どしてトラブル発生の予防に努めている。より効果的な方策が求められている。 

 

２－４－３ 研修制度 

 先述のとおり、人社部は研修の枠組みを通知しているが、枠組みどおり実施できていない。

人社部と省級労働保障監察機関が行う研修は、通知に規定された内容や時間数を実施する

ことができていない。 

 研修要綱はない。「労働保障監察研修のさらなる強化に関する通知」に、4種類の研修につ

いて簡単な記述があるのみである。よりシステマティックな枠組みが求められている。労

働保障監察員の中長期的な育成計画を検討し、それに見合った研修体系を確立する必要が

ある。 

 研修カリキュラムもない。研修教材についても非常に不足している。法執行に関する系統

的な教材はない。今あるテキストは実践性が欠けている。 

 研修講師も足りない。多くの講師の能力や知見は不十分である。中国各地の事例や海外で

の取り組みに精通した者はほとんどいない。 

 研修スタイルはもっぱら伝統的な講義形式。理論中心であり、業務に即した実践的な研修

を十分できていない。事例のグループ討議はほとんどできていない。より効果的な方法を

取り入れる必要がある。 

 労働保障監察員資格研修については、研修実施後に試験を行うことになっているが、人社

部が準備することになっている問題のデータベースが十分整備されていない。 

 幹部向けの研修が少ない。他地域や海外の取り組みを見る機会がない。 

 研修予算が不足している。 

 

２－５ 労働保障監察にかかる日本の知見 

２－５－１ 労働保障監察にあたる日本の監督行政 

日本の監督行政は、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法等に基づき法定労働条件の履

行確保のために事業場に対する監督指導を行い、法制定以来一貫して労働基準行政の中核とな

っている。労働基準法は、憲法第25条、第27条の理念に基づき、1947年に制定され、賃金、労

働時間、災害補償等について守るべき最低の基準を定めている。1959年には労働基準法中の最

低賃金に関する部分が独立して最低賃金法が制定され、1972年には安全・衛生に関する部分が

独立して労働安全衛生法が制定されている。 

監督指導を実施する労働基準監督官には、労働基準法等に基づき労働者保護に実効性を持た
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せるため、特別司法警察員としての権限が与えられている。 

 

２－５－２ 時代に即応した行政展開 

1947年の労働基準法制定以来、法定労働条件の履行確保に問題が生じることがないよう、産

業・企業の動向を踏まえ、社会経済情勢に的確に対応し、中長期的展望に立ち計画的・効果的

な行政を展開してきている。監督行政は国の直轄の下に一元的に実施され、全国一斉で行われ

ている。 

全国的な状況、管内状況の把握・分析により行政方針を策定するとともに、重点対象、行政

手法等を検討し、監督指導実施計画等の策定により実効ある行政展開を図っている。 

 

２－５－３ 監督行政の組織 

監督行政の組織は、労働基準行政の中核として、中央においては厚生労働大臣の下に厚生労

働省労働基準局が、地方においては、各都道府県に都道府県労働局労働基準部（47局）が、更

にその下に第一線機関として労働基準監督署（325署）がそれぞれ設置されており、国の直轄機

関として系統的に組織されている。 

 

２－５－４ 日本の監督行政からみた労働保障監察 

日本の監督行政の視点から労働保障監察について述べることとする。 

（1）労働保障監察をめぐる状況 

労働保障監察事案に係る処理件数のうち賃金の支払い・最低賃金に係る違反が40％と事

案の中で最も高くなっている。労働保障監察事項に属さない労働紛争処理手続きによる受

理件数も極めて高く、2008年69万3,000件、関係労働者121万4,000人、2009年68万4,000件、

関係労働者101万7,000人、2010年60万1,000件、関係労働者81万5,000人となっている。 

後述する投訴（申告）による処理件数の割合が極めて高くなっていることから、労働保

障監察行政を推進するうえでの主要な課題となっている。 

 

（2）行政権限の行使と行政組織 

1）労働保障監察関係 

労働保障監察処理件数に占める投訴（申告）による処理件数の割合について、ここ数

年、極めて高くなっている。例えば、2008年は48万3,000件の監察処理件数のうち、48万

1,000件の投訴（申告）の処理件数で99％を占めている。2009年は43万9,000件の監察処理

件数のうち、37万3,000件の投訴（申告）の処理件数で84％を占めている。2010年は38万

4,000件の監察処理件数のうち、33万6,000件の投訴（申告）の処理件数で87％を占めてい

る。 

投訴（申告）の申請が行われた場合には、申請があった日から５業務日以内に、内容

を審査し、必要に応じ補足資料の提出を求め、受理・不受理を判断のうえ申請者に伝え

なければならい。このように投訴（申告）の処理業務は迅速・的確な処理が求められる

受動的業務であり、業務量の多くを投入せざるを得ない。反射的影響として、労働保障

監察本来の主体的・能動的な監察が実施できない状況となっている。 

このような問題への対策として、①投訴（申告）の処理業務の迅速・的確化を図るた
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め、申請内容の分析等による申請時受付業務、処理方法の開発、ワンストップ・サービ

ス化促進のための手法の開発、②紛争を解決するための事業所内における自主的に処理

できるシステムの構築・導入等を図る必要がある。 

労働紛争を未然に防ぐ、法令の周知という観点からグリッド化、ネットワーク化とい

う取り組みが始まっているものの、法令遵守を事業所に徹底させるための指導・アプロ

ーチの手法・能力が必要である。指導・アプローチの手法として、①使用者に対し労働

関係法令を理解させ、自主的に改善させる手法の開発、例えば、業界団体等に対する集

団指導、事業所を集めての集団監察、自主点検、②事業所の法令遵守状況の把握・分析

による労働監察重点対象分野の選定、行政運営方針、監察実施計画の開発、③地域の実

情を踏まえた業務運営の策定、④限られた行政資源の効率的・効果的な業務運営手法の

開発、⑤労働保障監察員の能力の最大限の活用のための手法の開発等があげられる。 

法令の周知・啓発については、各監察実施機関と事業所との関係はあまり緊密なもの

ではなく、労働関係法令の周知啓発を図るのが難しくなっている。周知・啓発の方法と

して、例えば、日本における労働基準協会といった自主的団体（企業における労務担当

部門の集まり等）を通じての労務管理セミナー、説明会の開催があげられる。 

法執行の判断基準は地方立法に左右され、その裁量権も大きいことから、労働関係法

令の解釈、ガイドライン等の統一的かつ明確な見解がない。このことが労働保障監察員

による事業所に対する労働法令の適用にあたっての相違を生じさせている。法令の解釈

例規及び適用にあたっての訓練が必要である。 

各労働保障監察機関において事業所に対して定期的な監察を実施しているものの、実

施状況は地域差が生じており、事業所における法令遵守状況がどの程度実現されている

のかという情報も不足している。情報があったとしても分析能力、手法が不足しており、

労働監察実施計画の策定に係る企画・立案をすることができない状況となっている。情

報の収集方法、情報分析、監察実施計画の策定に係る企画・立案に係る系統だった研修・

訓練が必要である。 

 

2）行政組織関係 

各労働保障監察機関は、中央の直轄の下、統一的な行政が実施されていないことから、

全国斉一的行政の実施が難しくなっている。全国斉一的行政の実現を図り、中央におけ

る政策の策定、開発計画の提言をより実現可能、実態を踏まえた内容とするため、労働

保障監察の経験や知識の豊富な職員が必要である。そのためには、中央と各地方労働保

障監察機関間の人事面での改善が求められる。 

各労働保障監察機関間の情報・経験の共有が十分でない。予算と人材が十分でないと

いう理由から、情報・経験を共有できる機会を持つことができなくなっている。労働保

障監察機関責任者研修等を通じて、情報・経験を共有できる機会を持つ等、創意工夫が

必要である。 

各労働保障監察機関において研修実施施設がないため、研修対象者に対して長期的な

研修を実施することが難しくなっている。 
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3）国家政策と予算 

労働保障監察に関する国家政策は、国民経済・社会発展第12次5カ年開発計画に盛り込

まれているものの、予算的裏付けが述べられていない。予算不足が労働保障監察の活動

に影響を与えている。 

各労働保障監察機関における労働保障監察にかかる予算の編成・執行は、各労働保障

監察機関が各々独立して実施しており、財源の確保と全国斉一的な業務の執行に格差が

生じている。 

 

（3）今後 

経済の拡大と産業構造の変化に伴い、製造業、サービス業をはじめとして産業の各部門

における労働者が増加する。サービス経済の進展を背景として、非正規労働や雇用形態の

多様化により労務管理が複雑化する。労働法等違反事案の増加、複雑・困難化が予想され、

投訴（申告）事案は将来的に増え続けるものと思われる。 

 

２－６ 他ドナーと国際機関の取り組み 

２－６－１ 国際労働機関（ILO） 

人社部はILOがノルウェー政府の資金を活用し、5カ国を対象として実施した「労働監察サー

ビス強化プロジェクト」に2010年1月から12月まで参加した。プロジェクトの目的は労働監察の

執行能力の強化であった。このほかにも人社部はILOの支援を受けている。主な協力内容は以下

のとおり。 

（1）研修モジュールの開発 

ILOの研修マニュアルに準じた労働監察研修モジュールを作成した。新任者、3年次、シ

ニアなどの階層に応じて、モジュールを組み合わせて研修を実施する仕組みである。 

（2）省級労働保障監察員向け研修の講師育成 

2011年に江蘇省九江市にある人社部の研修施設で4日間の研修を実施した。ブラジルの労

働監察局長や英国の同副局長も参加。ILOは労働監察について、中国、インド、インドネシ

ア、ブラジルを含む9カ国と協力することに合意している。 

（3）海外研修 

2010年に中央と地方の労働監察関係者20名がILO国際研修センター（イタリア・トリノ）

での1週間のプログラムに参加した。2011年にはフランス、スペインの国家レベルの労働監

察研修所で研修を実施した。ほかに、人社部の労働監察局と安全生産監督管理総局国際合

作司から職員がILO本部を訪れ、中国の取り組みに関する発表などを行った。 

 

２－６－２ 米国 

米国は「米中労働法協力プロジェクト」（2002-2007年）の実施を支援した。人社部国際合作司、

法規司、労働関係・監察司と米国労働省の協力事業である。米国が412万米ドル、中国が39万米

ドルを負担した。主な活動は以下のとおり。 

（1）労働法規の整備と執行能力の強化 

労働保障監察条例と労働契約法の制定にあたり、米国へのスタディツアーと中国でのワ

ークショップを開催。労働監察研修のカリキュラムを作成し、省向けの研修を2回実施した。 
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（2）農民工の労働に関する権利意識の向上 

雲南、安徽の出稼ぎ前労働者4.3万人と研修講師200名に対する研修、メディア教材の開発

を行った。 

（3）労働関係の改善 

調停・紛争解決研修プログラムの実施。労働紛争解決・予防基礎調査、政策提言、スタ

ディツアー、国際的に普及している労働関係改善モデルに関する報告書の作成。青島市で

15社での企業労働管理委員会を設置した。 

（4）良質な司法サービスへのアクセス改善 

天津、雲南で司法サービス・調停支援センターを設置し、司法サービス士研修を実施し

た。 

 

２－６－３ 英国 

英国は2008年4月から2009年11月まで、「企業賃金集団協議モデルプロジェクト」の実施を支

援した。労働保障科学研究院と英国外務省の協力案件である。英国への視察、中国での共同研

究、100名規模の労働組合と企業組織代表者向けの研修、モデル地区での賃金共同決定メカニズ

ムの試行などを実施した。 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクトの目標と活動 

３－３－１ プロジェクト名 

プロジェクト名は、和文は「労働保障監察プロジェクト」、中文は「劳动保障监察项目」、英

文は「Project for Labor and Social Security Inspection」とする。 

 

３－３－２ 協力相手先機関 

プロジェクト実施機関は人社部、パイロット地区の人力資源・社会保障庁（局）である。 

 

３－３－３ パイロット地区17 

陝西省、湖北省、黒竜江省、山東省、雲南省、天津市。 

詳細計画策定調査時（2012年4月）時点ではパイロット地区の選定は継続協議事項としたが、

調査実施後に行った協議の結果、次の上記の5省1市をパイロット地区とすることで、討議議事

録（R/D）をもって中国側と合意した。 

 

３－３－４ 協力期間 

2013年1月18日～2016年1月17日（3年間） 

調査時点では、長期専門家が派遣された日から3年間を協力期間とすることで合意し、調査後

2013年1月18日に長期専門家が派遣されたため、上記のとおりの協力期間が確定した。 

 

３－３－５ 最終受益者 

中国において労働保障監察に従事する職員。 

 

３－３－６ 上位目標 

中国の労働保障監察能力が強化される。 

【指標】 

1）少なくともXX18のプロジェクト成果を活用した業務改善施策が継続して実施される。 

2）プロジェクト成果を活用した労働保障監察員資格研修の修了者数が少なくともXX人に達す

る。 

3）プロジェクト成果を活用した労働保障監察員在職者研修の修了者数が少なくともXX人に達

する。 

4）プロジェクト成果を活用した労働保障監察機関の責任者に対する研修の修了者数が少なく

ともXX人に達する。 

 

                                                        
17 詳細計画策定調査時点では「パイロット省」という表現を用いていたが、その後の協議で上述のとおり天津市が選定された

ため、討議議事録ではこれを改め「パイロット地区」と表現を変更した。従って、本報告書においては「パイロット地区」

という表現を用いることとする。 
18

 指標においてXXとしている数値は、最初の本邦研修実施後に開催するJCCにおいて決定することとし、本JCCは本邦研修実

施後1カ月をめどに開催するとすることを協議議事録（M/M）で中国側と合意している。 
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３－３－７ プロジェクト目標 

労働保障監察能力を向上する基盤が強化される。 

【指標】 

1）パイロット地区にて、監察員に対する職務評価水準がXX向上する。 

2）少なくともXX地区にて、プロジェクトの活動結果を活用して労働保障監察員資格研修が改

善される。 

3）少なくともXX地区にて、プロジェクトの活動結果を活用して労働保障監察員在職者研修が

改善される。 

4）少なくともXX地区にて、プロジェクトの活動結果を活用して1つ以上の業務改善施策が実施

される。 

 

３－３－８ 成果と活動 

成果、活動、成果指標は以下のとおり。 

 

＜成果1＞ 

労働保障監察に関する研修を実施するための基盤が強化される。 

【活動】 

1-1 中国の労働保障監察の現状を把握する。 

1-2 日本の労働基準監督に関する勉強会を開催する。 

1-3 行政官研修を実施する。 

1-4 研修講師のための研修を行う。 

1-5 研修体系を改善する。 

1-6 特定分野の研修カリキュラムを整備する。 

1-7 特定分野の研修教材を整備する。 

【指標】 

1）少なくともXX人の研修講師（本邦研修受講者）の研修実施能力が向上する。 

2）少なくともXXの研修カリキュラムが作成・改善される。 

3）少なくともXXの分野の研修教材が作成・改善される。 

4）研修体系の改善案が作成される。 

 

＜成果2＞ 

パイロット地区の労働保障監察員の業務能力が向上する。 

【活動】 

2-1 労働保障監察員資格研修を実施する。 

2-2 労働保障監察員在職者研修を実施する。 

2-3 職務執行能力向上に関する勉強会を開催する。 

【指標】 

1）労働保障監察員資格研修受講者のXX％以上が研修内容を十分に理解する。 

2）労働保障監察員在職者研修受講者のXX％以上が研修内容を十分に理解する。 
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＜成果3＞ 

労働保障監察の業務運営能力が向上する。 

【活動】 

3-1 各級労働保障監察機関の責任者に対する研修を実施する。 

3-2 パイロット地区にて業務改善施策19を試行する。 

3-3 活動の成果を全国展開するための勉強会を開催する 

【指標】 

1）労働保障監察機関の責任者に対する研修の受講者のXX％以上が研修内容を十分に理解する。 

2）少なくともXXの有効な業務改善施策案が作成される。 

 

３－２ 投入計画 

日本側、中国側の投入は以下のとおり。 

 

３－２－１ 日本側 

（1）専門家 

 長期 

- チーフアドバイザー／労働基準監督行政 

 短期 

- 必要に応じてその他の専門分野 

（2）JICA専門家の出張費用（交通費・日当・宿泊費等） 

（3）JICA専門家の執務に必要なパソコン、コピー機、プリンター、FAX 

（4）電話代（長距離、国際） 

（5）外部中国人専門家の謝金 

（6）通訳、資料翻訳費用 

（7）会場の借り上げ費用 

（8）訪日研修費用（中国側負担するものを除く） 

（9）現地国内研修開催費用の一部（負担割合は以下のとおり） 

1年目3/4、2年目2/3、3年目1/3 

ただし、日本側負担総額が6,000万円を超えないこととする。 

（10）その他の事業運営費の一部 

 

３－２－２ 中国側 

（1）人員配置 

 プロジェクトダイレクター（人社部国際合作司司長級幹部） 

 プロジェクト執行ダイレクター（人社部労働監察局局長級幹部） 

 人社部、労働科学研究所、パイロット地区の労働保障監察機関の職員 

（2）カウンターパートの出張費用（交通費、宿泊費、出張手当等） 

（3）日中双方のスタッフの執務室、執務室の家具、カウンターパートに必要な事務機器 

                                                        
19 例として、企業向け法令説明会、企業の自主的な法令遵守を促進する取り組みなどが想定される。 
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（4）日中双方のスタッフの執務室の借り上げ費用、光熱費 

（5）電話代（市内） 

（6）訪日研修のための査証及び中国国内で生じる費用 

（7）プロジェクトに関係する職員の人件費、国内旅費 

光熱・水道費などプロジェクト運営に必要な基礎的経費 

（8）現地国内研修開催費用の一部（負担割合は以下のとおり） 

1年目1/4、2年目1/3、3年目2/3。 

ただし、日本側負担が6,000万円を超える場合、超過分は中国側が負担する。 

（9）カリキュラム・教材作成費用の一部 

（10）中国国内勉強会開催費用の一部 

 

３－３ 実施体制 

プロジェクトの実施体制を図－２に示した。プロジェクト・マネジメント・ユニット（弁公室）

を設置する。人社部国際合作司司長級幹部は、総括責任者（プロジェクトダイレクター）として

プロジェクト全体について責任を負う。人社部労働監察局局長級幹部は、実施責任者（プロジェ

クト執行ダイレクター）としてプロジェクトの管理と技術的側面に関する事項について責任を負

う。人力資源・社会保障部労働監察局、労働科学研究所、パイロット地区の人力資源・社会保障

庁（局）の職員を中国側カウンターパートとして配置する。 
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図－２ プロジェクト実施体制 

 

弁公室の下には、プロジェクトの主要な課題に取り組むためのワーキンググループを設置する。

①研修体系の改善（成果1）、②研修カリキュラム・教材の作成（成果1）、③労働保障監察員資格

研修の実施（成果2）、④労働保障監察員在職者研修の実施（成果2）、⑤労働保障監察機関責任者

研修の実施（成果3）－に関するグループを編成することを想定する。ワーキンググループのメン

バーは、最初の本邦研修実施後に確定する。 

JICAが派遣するチーフアドバイザー／労働基準監督行政は、プロジェクトダイレクターとプロ

ジェクト執行ダイレクターに対して、プロジェクト実施に必要な助言や提言を行う。JICA専門家
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は、中国側カウンターパートに対して、プロジェクト実施に関する技術的事項について、必要な

技術的助言と提言を行う。 

ほかに、JICA、人社部の関係者などで構成する合同調整委員会（Joint Coordinating Committee: 

JCC）を設置する。JCCの主な役割は、①PDM、POの承認、②プロジェクト全体の進捗に関する検

討、③プロジェクトに関係する問題・課題についての検討－である。JCCは少なくとも年1回、そ

して必要に応じて開催する。JCCは表－４の構成を想定する。 

 

表－４ 合同調整委員会の構成 

委員長 人社部国際合作司司長級幹部 

（プロジェクトダイレクター） 

副委員長 人社部労働監察局局長級幹部 

（プロジェクト執行ダイレクター） 

チーフアドバイザー／労働基準監督行政 

メンバー 

（中国側） 

人社部国際合作司代表 

人社部労働監察局代表 

パイロット地区人力資源・社会保障庁代表 

労働科学研究所代表 

研修機関代表 

委員長が必要と認めた関係者 

（日本側） JICA中国事務所 

JICAが必要と認めた関係者 

 

３－４ プロジェクト実施にあたっての留意点 

プロジェクト実施にあたっての留意点は以下のとおりである。 

 

３－４－１ 前提条件 

特になし。 

 

３－４－２ 外部要因 

（1）成果達成のための外部条件 

特になし。 

（2）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 省級労働保障監察機関が労働保障監察員資格研修と労働保障監察員在職者研修を継続

して行う。 

 人力資源・社会保障部が労働保障監察機関の責任者に対する研修を継続して行う。 

（3）上位目標達成のための外部条件 

 省級労働保障監察機関が研修や業務の改善に取り組む。 

 労働保障監察の業務量・範囲を大きく増大するような法制度の改正や経済的事象が起き

ない。 
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３－４－３ その他 

（1）パイロット地区での活動 

詳細計画策定調査において、パイロット地区を暫定的に湖北省や陝西省等4-6地区設定す

ることとし、JICA長期専門家は重点的にそのうち2省に技術的な支援を提供することで中国

側と合意した。 

これは、プロジェクトにより移転される技術がパイロット地区に定着されることを担保

することを意図した協議と合意内容であり、プロジェクト推進にあたっては、プロジェク

トの資源は限られていることから、パイロット地区での活動にメリハリをつけることが肝

要である。 

 

（2）本邦研修対象者 

本邦研修は、研修の企画立案を担う者と研修講師を務める労働保障監察員を対象とする。

人社部とパイロット地区の該当者を優先的に参加させる。 

 

（3）PDMの指標 

PDMの指標のうち「XX」と記されている部分については、最初の本邦研修実施後に開催

するJCCにて具体的な数値に置き換える。本邦研修実施後1カ月をめどにJCCを開催する。 
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第４章 事前評価の結果 
 

４－１ 総括 

本プロジェクトは、中国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

４－２ プロジェクト実施の妥当性 

以下に示す理由から、プロジェクト実施の妥当性は高いと考えられる。 

 

４－２－１ 対象国・社会のニーズ 

改革・開放政策の導入を契機とした急速な経済発展にともない、中国の企業は国内外の企業

との競争を強いられるようになった。このため、従来の硬直的な労働管理制度（固定工制度）

から労働契約制度への転換が求められ、中国政府は1994年に労働法を制定した。労働契約法、

社会保険法、雇用促進法なども制定され、労働・社会保障関係の法制度整備が進むとともに労

働者の権利意識も向上し、労働紛争が頻発するようになった。特に、都市部での労働力不足に

呼応して農村部から移動してきた出稼ぎ者（農民工）に対する企業の賃金未払いなどの違法行

為が大きな問題となっている。 

こうしたなか、中国政府は労働法と労働保障監察条例に基づき、企業に法令を遵守させるた

めに労働保障監察を行っている。しかし、中国の労働保障監察の歴史は20年程度と浅く、制度

枠組みや実施体制はまだまだ不十分である。特に労働保障監察員の能力については、十分な知

識と経験を持った講師人材が非常に少ないことなどから、体系的に強化することができない状

況である。研修要綱・カリキュラム・教材も大幅に不足していて、満足な研修を行うことがで

きていない。こうしたことや制度枠組みが不完全なことは、効果的な違法行為の予防・取り締

まりや統一的な法解釈実施の障害となっている。さらに今後は、農村部の企業や零細企業に対

する労働保障監察を強化するとともに、労働紛争を未然に防ぐ能動的・予防型の労働保障監察

を行うことも求められている。日本などの先進国の取り組みにならい、労働保障監察員の能力

強化と制度改善に取り組む必要性が高く、本プロジェクト実施のニーズは高い。 

 

４－２－２ 開発計画との整合性 

第2章で説明したとおり、中国は国民経済・社会発展第12 次5カ年計画要綱にて、雇用対策を

重視することを明確にしている。就業機会を均等化し、就業の質を高め、十分な雇用を確保す

るとしている。労働保障監察の強化は、そのための施策の1つである政府、労働組合、企業の3

者の協力関係を構築し、企業と従業員が共に利益を享受するシステムを形成して安定した労働

関係を構築するための手段という位置づけである。 

同様に、人力資源・社会保障事業発展第12次5カ年計画要綱では、より一層労使関係を安定さ

せることを主たる目標の1つに掲げている。そのために、①労働契約制度の全面的実施、②集団

的協議・集団的契約制度の実施促進、③労働基準体系の充実、④労使関係調整メカニズムの強化、

⑤労働争議処理メカニズムの強化、⑥労働保障監察の実施体制整備－に取り組むとしている。さ

らに、就業促進計画でも労働保障監察の強化が目標に掲げられている。本プロジェクトは労働保

障監察能力を強化するものであり、こうした中国政府の開発計画や政策と合致している。 
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４－２－３ 日本の援助政策との整合性 

本プロジェクトは、次の日本の対中国事業展開計画にて、重点分野「改革・開放支援」の開

発目標「健全な社会発展の実現」の協力プログラム「中央におけるガバナンス強化」に位置づ

けられる予定である。日本は中国に対して、中国が民主的な法治国家を構築して公正で透明性

の高い社会の実現を図るために、公権力や行政機能を向上させることを目的とした人材育成な

どについて支援する方針である。日本は都市と農村との格差是正、日本企業を含む事業者の公

正な競争環境整備に資する取り組みに対して支援する方針も掲げている。本プロジェクトはこ

うした日本の援助政策と合致している。プロジェクトの実施は労働保障関係の法執行能力強化

に貢献し、特に立場が弱い出稼ぎ労働者の権利保護に資するとともに、違法企業の取り締まり

が強化されて公正な競争環境の整備が進むことが期待される。 

 

４－２－４ プロジェクトデザインの適切性 

本プロジェクトは、中国の労働保障監察能力を向上する基盤を強化することを目的として、

①労働保障監察に関する研修実施基盤の強化、②パイロット地区の労働保障監察員の業務能力

の向上、③労働保障監察の業務運営能力の向上－に取り組む。プロジェクトの活動、成果、目

標は、日本側のリソースと中国側のニーズをふまえて、現実的に構成されている。日本の労働

監察制度や経験の中国での具体的活用方法など、現段階では不明な点もあるが、プロジェクト

開始後、最初の本邦研修実施後に具体的な目標を定めることになっているため、日本の知見を

活用したニーズにより適合したプロジェクトになることが見込める。プロジェクトのデザイン

は適切である。 

 

４－３ 類似案件の教訓と活用 

ILOは2009年から2011年まで「労働監察サービス強化プロジェクト」などを通じて、中国の労働監

察の能力強化を支援している。教材の導入、研修、セミナー、海外視察などが行われたが、目標

としていた研修講師の養成については達成できなかった。実質的な活動期間が短かったことや活

動に連続性がなかったことが問題視されている。「労働監察サービス強化プロジェクト」は複数の

国を対象としたプロジェクトで、予算や実施体制に制約があったことが一因と考えられるが、ILO

と人社部で十分協議してプロジェクトを計画・管理することができていなかった可能性もある。

こうしたことをふまえ、本プロジェクトでは計画時から日中で十分協議するとともに、弁公室と

ワーキンググループを設置して、日中で適切にプロジェクトを管理する体制を構築する。 

労働保障監察に関するJICAの協力事例はないが、類似分野の協力として、中国では「職業衛生能

力強化プロジェクト」（2011-2016年）が実施されている。現段階では評価を実施していないため教

訓は文書化されていないが、本プロジェクトと同様に日本側協力機関は厚生労働省であり、中央

の政府機関をカウンターパートとしてパイロット地区でも活動を実施しているため、今後、プロ

ジェクト運営上の教訓が得られると想定される。 

 

４－４ 今後の評価計画 

中国側カウンターパートとJICA専門家は、共同でプロジェクトの進捗報告書と完了報告書を作

成する。進捗報告書はプロジェクト開始後、原則として6カ月ごとに作成する。完了報告書はプロ

ジェクト終了時に作成する。JCCはプロジェクトの進捗をモニタリングする。 
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JICAと人社部は共同で、プロジェクト終了までの6カ月の間に終了時評価を実施する。必要に応じ

て運営指導調査と、原則としてプロジェクト終了3年後に事後評価を実施する。 
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